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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第51期

第１四半期
連結累計期間

第52期
第１四半期
連結累計期間

第51期

会計期間
自2014年４月１日
至2014年６月30日

自2015年４月１日
至2015年６月30日

自2014年４月１日
至2015年３月31日

売上収益 （百万円） 187,699 177,355 815,792

税引前四半期（当期）利益 （百万円） 13,091 4,947 58,953

四半期（当期）利益（親会社株

主持分）
（百万円） 5,272 2,797 26,023

四半期（当期）包括利益（親会

社株主持分）
（百万円） 3,466 6,436 45,782

親会社株主持分 （百万円） 395,189 431,334 431,227

総資産額 （百万円） 1,065,217 1,042,225 1,064,673

基本的１株当たり親会社株主に

帰属する四半期（当期）利益
（円） 24.81 13.16 122.44

希薄化後１株当たり親会社株主

に帰属する四半期（当期）利益
（円） 24.80 13.16 122.42

親会社株主持分比率 （％） 37.1 41.4 40.5

営業活動に関するキャッシュ・

フロー
（百万円） 25,735 29,941 106,229

投資活動に関するキャッシュ・

フロー
（百万円） △5,890 6,161 △17,976

財務活動に関するキャッシュ・

フロー
（百万円） △21,144 △22,912 △96,294

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高
（百万円） 51,974 65,366 51,433

　（注）１　提出会社は四半期連結財務諸表を作成していますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載

していません。

２　売上収益には、消費税等は含まれていません。

３　上記指標は、国際財務報告基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び

連結財務諸表に基づいています。

２【事業の内容】

　当連結グループは、提出会社、子会社43社、関連会社19社で構成され、建設機械の製造・販売・サービス・レ

ンタルを行っています。

当第１四半期連結累計期間において事業内容の変更はありません。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。また、前事業年度の有価

証券報告書に記載した事業等のリスクについて、重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

（１）当第１四半期連結会計期間において新たに締結した契約は次のとおりです。

　提出会社は、2015年５月22日開催の取締役会において、株式会社KCMの100％子会社である株式会社KCMJのホ

イールローダ及び除雪機械の国内向け販売サービス事業を提出会社の100％子会社である日立建機日本株式会社が

譲り受けることにつき決議を行い、2015年５月25日付で提出会社、株式会社KCM、株式会社KCMJ及び日立建機日本

株式会社の４社間で事業譲渡契約書を締結しました。なお、事業譲渡を行う日は、2015年10月１日の予定です。

 

（２）次の契約については、契約継続を前提とし、提出日現在において契約条件につき協議中です。

契約会社名 相手方の名称 国名 契約内容 契約期間

日立建機株式会社
株式会社日立製作所

（親会社）
日本

日立ブランドに関する

使用許諾

2010年４月１日から

５年間
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当連結グループが判断したものです。

 

（１）業績の状況

当第１四半期連結累計期間（2015年４月１日～2015年６月30日）における世界経済は、米国では消費の増加や

雇用の改善により景気は着実に回復し、日本でも設備投資の持ち直し、所得の改善により緩やかな回復基調で推

移しました。西欧では内需の下支えにより景気は緩やかに持ち直しているものの、ギリシャ情勢の影響等により

一進一退の動きが見られます。ロシアでは原油価格下落等により引き続き景気は後退しており、中国では政府の

「新常態」政策のもと、不動産や鉱業分野での固定資産投資が減速し、景気の停滞が継続しています。インドで

は、景気は持ち直しましたが、東南アジアでは輸出の落ち込み等により引き続き低迷しました。

建設機械市場については、北米では、住宅着工は持ち直していますがエネルギー関連の低迷により需要は前年

同期並みに推移しました。欧州では、国ごとに違いはありますが、全体として需要は前年同期を若干下回り、中

国では不動産投資の鈍化や、特に地方における公共工事の減少により、需要は大きく落ち込みました。東南アジ

アではインドネシア、マレーシアを中心に需要は低迷しました。

マイニング（鉱山）機械市場については、資源価格の下落や資源会社の投資抑制の影響等により、鉱山向けの

需要は引き続き低迷しました。

このような情勢の中、当連結グループは、収益確保をめざしてグローバルなサポート体制の確立とシェア向

上、原価低減、経営の効率化に取り組んできました。

建設機械については、グローバルな研究・開発体制の構築と開発マーケティングの強化を推進すると共に、代

理店の販売力・アフターサービス力の強化を図っています。また、お客様の機械を総合的にサポートするサービ

スメニュー「ConSite（コンサイト）」のグローバル展開や、部品供給体制の拡充等により、部品・サービス事

業の拡大に努めています。日本では排ガス規制に対応し、更なる作業性能の向上、優れた耐久性、オペレータの

快適性等を実現させた新型機を投入すると共に、当社独自のＲＳＳ（レンタル・セールス・サービス）一体体制

の強化によって、お客様の満足度向上と受注拡大に努めました。

マイニング機械については、高度な車体安定化制御を実現したリジッドダンプトラックＡＣ－３シリーズの拡

販に努め、鉱山機械の運行管理システムの提供や鉱山運営の効率化への取り組み等、日立グループの力を合せて

より高度なレベルの顧客サポート体制の構築を進めています。

以上の結果、売上収益については、前年同期比95％の1,773億５千５百万円となりました。営業利益は前年同

期比37％の49億４千９百万円、税引前四半期利益については前年同期比38％の49億４千７百万円、親会社株主に

帰属する四半期利益は前年同期比53％の27億９千７百万円となりました。

[日本]

日本の建設機械需要については、新設住宅着工戸数は持ち直しているものの、公共投資の減少継続、排ガス規

制に伴う駆け込み需要の反動を受け、前年同期を下回りました。

このような状況下、日立建機日本株式会社ではＲＳＳが一体となり顧客ニーズに最適な提案を行い、高品質な

サービスを提供する事で、ＲＳＳ複数部門とお取引いただけるお客様の増大を推進し、売上の拡大を図りまし

た。また、排ガス規制に対応し、かつ省エネ性能を実現した新型機の拡販に努めました。

[米州]

北米の建設機械需要は、住宅着工が持ち直したものの原油価格下落に伴いパイプライン敷設工事が減少し、前

年同期並みに推移しました。一方中南米では、インフラ投資の停滞等により建設機械需要は前年同期を下回りま

した。

マイニング機械需要は、資源価格低迷により、依然として米州全体で低調に推移しています。

このような状況下、ディア社との協力体制のもと、各国規制に適合した機械の生産体制を整え、北中南米で拡

販を推進しました。

[欧州]

欧州全体の建設機械需要は、前年同期を若干下回りました。需要が低迷していたイタリアでは回復の兆しが見

られたものの、英国・ドイツでは若干減少し、フランスは住宅着工の低迷の影響から大幅に落ち込みました。

このような状況下、当連結グループは各国代理店へのサポート強化や、低燃費型の油圧ショベルやホイール

ローダの積極的な拡販を図りました。
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[ロシアCIS・アフリカ・中近東]

ロシアにおいては、建設機械需要の減速が一段と強まる中、日立建機ユーラシア販売LLCを通じて応用製品・

ホイールローダの拡販を含む代理店サポートを継続し、建設機械・マイニング機械の拡販に努めました。

南部アフリカではマイニング機械を中心に、北西アフリカでは代理店と共にインフラ関連向け建設機械の販

売・サービス強化に努めました。

中近東では、トルコ及び湾岸諸国でインフラ関連を中心として引き続き拡販に注力しました。

[アジア・大洋州]

資源国のインドネシア・オーストラリアのマイニング機械需要は引き続き低迷しました。

建設機械需要については、インドネシア・マレーシア・オーストラリア等で減少が続く一方、タイやフィリピ

ンを中心に堅調に推移しています。

このような状況下、営業支援システムの全面的な活用を通して代理店の営業力強化を図り、拡販に努めまし

た。

インドの建設機械需要は、新政権の政策効果により石炭・採石等、一部インフラ投資向けの需要は増加傾向に

あり前年同期を上回りました。

このような状況下、タタ日立コンストラクションマシナリーCo.,Pvt.,Ltd.は、原価低減・品質向上に努める

と共に、新型機の拡販を図りました。

[中国]

不動産投資の鈍化や各種産業の過剰在庫の調整により固定資産投資の伸び率は鈍化傾向が続いています。政府

による景気対策はあるものの地方政府を中心に財政調整局面が続き、現存工事の進捗停滞、新規工事の発注遅延

等が続き、建設機械需要は前年同期に比べ大幅な減少が続いています。

このような状況下、当連結グループは、営業支援システムやサービス・部品販売管理システムの活用及び

「Global e-Service」システムの活用を通じた代理店との協力関係強化を継続するなど、本体並びに部品の拡販

に努めました。

 

（２）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は653億６千６百万円となり、前連結会計年度末より

139億３千３百万円増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

[営業活動に関するキャッシュ・フロー]

　当第１四半期連結累計期間の営業活動に関するキャッシュ・フローは、四半期利益が32億７千８百万円、減価

償却費79億９千８百万円、売掛金及び受取手形の減少393億５千１百万円、ファイナンス・リース債権の減少56億

７千４百万円を計上する一方、買掛金及び支払手形の減少150億６千４百万円や法人所得税の支払100億５千５百

万円等がありました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間は299億４千１百万円の収入となり、前第１四半期連結累計期間に比べて

42億６百万円収入が増加しました。

[投資活動に関するキャッシュ・フロー]

　当第１四半期連結累計期間の投資活動に関するキャッシュ・フローは、主として、長期貸付金の回収104億６千

６百万円等があったことにより61億６千１百万円の収入となり、前第１四半期連結累計期間と比べて120億５千１

百万円支出が減少しました。

　これにより、営業活動に関するキャッシュ・フローと、投資活動に関するキャッシュ・フローを合計したフ

リー・キャッシュ・フローは361億２百万円の収入となりました。

[財務活動に関するキャッシュ・フロー]

　当第１四半期連結累計期間の財務活動に関するキャッシュ・フローは、主として、短期借入金の減少126億１千

万円、社債及び長期借入金の減少13億６千３百万円、配当金の支払81億４千４百万円等があったことにより229億

１千２百万円の支出となり、前第１四半期連結累計期間と比べて17億６千８百万円支出が増加しました。
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（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当連結グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

なお、株式会社の支配に関する基本方針について、提出会社は、株式の上場により、株式市場から事業運営の維

持、事業の拡大に必要とする資金の調達を行うと共に、株主、投資家及び株式市場から評価を受けています。提出会

社は、こうした日々の評価に対して、提出会社及び当連結グループへの期待を認識し、緊張感のある経営を実践する

ことが、企業価値の向上に大きく寄与すると考えています。

また、提出会社は、事業運営の独立性を保ちつつ、親会社である株式会社日立製作所のグループの一員として、

基本理念及びブランドを共有しており、基本的な経営方針の一体化が必要であると考えています。更に、同社及び同

社グループ各社が有する研究開発力、ブランド力その他の経営資源を有効に活用することが、提出会社及び当連結グ

ループの企業価値の一層の向上に資すると考えています。

提出会社は、上記基本方針のもと、ガバナンス体制の構築及び経営計画の策定・推進に取り組み、企業価値の向

上及び広く株主全般に提供される価値の最大化を図ることとします。

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間の研究開発費は、45億６千１百万円です。なお、当第１四半期連結累計期間におい

て、当連結グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

当第１四半期連結累計期間の主な成果は、次のとおりです。

　後方超小旋回型油圧ショベル　ZX20U-5A

　小型締め固め機械　　　　　　ZV40PFL、ZV550WL
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 700,000,000

計 700,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現在
発行数（株）

（2015年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年８月５日）

上場金融商品取引所名又は
登録認可金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 215,115,038 215,115,038
株式会社東京証券取引所

市場第一部

完全議決権株式

で、権利内容に

何ら限定のない

提出会社におけ

る標準となる株

式であり、単元

株式数は、100株

です。

計 215,115,038 215,115,038 ― ―

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

2015年４月１日～

2015年６月30日
－ 215,115,038 － 81,577 － 81,084
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（６）【大株主の状況】

2015年６月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社日立製作所 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 108,058 50.23

日本マスタートラスト信託銀

行株式会社（信託口）
東京都港区浜松町二丁目11番３号 10,963 5.10

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 7,665 3.56

資産管理サービス信託銀行株式

会社（証券投資信託口）

東京都中央区晴海一丁目８番12号

晴海アイランドトリトンスクエア　オ

フィスタワーＺ棟

2,903 1.35

ステート　ストリート　バン

ク　アンド　トラスト　カン

パニー　５０５２２３

（常任代理人　株式会社みず

ほ銀行決済営業部）

Ｐ．Ｏ．ＢＯＸ ３５１ ＢＯＳＴＯＮ

ＭＡＳＳＡＣＨＵＳＥＴＴＳ ０２１０

１ Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

2,756 1.28

ステート　ストリート　バン

ク　アンド　トラスト　クラ

イアント　オムニバス　アカ

ウント　オーエムゼロツー　

５０５００２

（常任代理人　株式会社みず

ほ銀行決済営業部）

１００ ＫＩＮＧ ＳＴＲＥＥＴ ＷＥＳ

Ｔ，ＳＵＩＴＥ ３５００，ＰＯ ＢＯＸ

２３ ＴＯＲＯＮＴＯ，ＯＮＴＡＲＩＯ

Ｍ５Ｘ １Ａ９ ＣＡＮＡＤＡ

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

2,408 1.12

ステート　ストリート　バン

ク　ウェスト　クライアン

ト　トリーティー　５０５２

３４

（常任代理人　株式会社みず

ほ銀行決済営業部）

１７７６ ＨＥＲＩＴＡＧＥ ＤＲＩＶ

Ｅ， ＮＯＲＴＨ ＱＵＩＮＣＹ， ＭＡ

０２１７１，Ｕ．Ｓ．Ａ．

（東京都中央区月島四丁目16番13号）

1,531 0.71

エイチエスビーシー　アジ

ア　エクイティー　ファイナ

ンス　ジャパン　エクイ

ティーズ（トレーディング）

（常任代理人　香港上海銀行

東京支店カストディ業務部）

ＬＥＶＥＬ １６，１ ＱＵＥＥＮ’Ｓ　

ＲＯＡＤ　ＣＥＮＴＲＡＬ，ＨＯＮＧ　

ＫＯＮＧ

（東京都中央区日本橋三丁目11番１号）

1,462 0.68

日本トラスティ・サービス信

託銀行株式会社（信託口９）
東京都中央区晴海一丁目８番11号 1,352 0.63

株式会社日立アーバンインベ

ストメント
東京都千代田区内神田一丁目１番14号 1,295 0.60

計 － 140,394 65.26

　（注）提出会社は、自己株式（2,506千株）を所有していますが、上記の大株主より除いています。
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（７）【議決権の状況】

①【発行済株式】

 2015年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）

（自己保有株式）

普通株式

2,506,300

－ 単元株式数　100株

完全議決権株式（その他）
普通株式

212,464,800

 

2,124,648
同上

単元未満株式
普通株式

143,938
－

１単元（100株）未

満の株式

発行済株式総数 215,115,038 － －

総株主の議決権 － 2,124,648 －

（注）１　「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,600株（議決権の数16個）含まれ

ています。

２　「単元未満株式」の欄には、自己名義の株式が33株含まれています。

②【自己株式等】

 2015年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日立建機株式会社

東京都文京区後楽

二丁目５番１号
2,506,300 － 2,506,300 1.17

計 － 2,506,300 － 2,506,300 1.17

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

 9/26



第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について
提出会社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号

「期中財務報告」（以下「IAS第34号」という。）に準拠して作成しています。

 

２．監査証明について
提出会社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2015年４月１日か

ら2015年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る要約四

半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人の四半期レビューを受けています。
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前連結会計年度
（2015年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2015年６月30日）

資産の部    

流動資産    

現金及び現金同等物  51,433 65,366

営業債権 ９ 231,473 194,009

棚卸資産  313,488 317,322

その他の金融資産 ９ 32,053 34,177

その他の流動資産  10,519 19,430

流動資産合計  638,966 630,304

非流動資産    

有形固定資産  281,326 280,283

無形資産  9,972 9,536

のれん  9,590 9,609

持分法で会計処理されている投資  31,913 31,720

営業債権 ９ 30,089 27,852

繰延税金資産  18,331 18,695

その他の金融資産 ９ 31,110 20,530

その他の非流動資産  13,376 13,696

非流動資産合計  425,707 411,921

資産の部合計  1,064,673 1,042,225

負債の部    

流動負債    

営業債務及びその他の債務 ９ 210,345 192,684

社債及び借入金 ８,９ 137,094 127,044

未払法人所得税等  7,626 6,780

その他の金融負債 ９ 8,722 13,008

その他の流動負債  5,273 3,312

流動負債合計  369,060 342,828

非流動負債    

営業債務及びその他の債務 ９ 20,091 20,488

社債及び借入金 ８,９ 150,579 153,021

退職給付に係る負債  13,446 13,221

繰延税金負債  9,483 9,904

その他の金融負債 ９ 194 204

その他の非流動負債  3,918 4,050

非流動負債合計  197,711 200,888

負債の部合計  566,771 543,716

資本の部    

親会社株主持分    

資本金  81,577 81,577

資本剰余金  84,315 84,324

利益剰余金  226,332 222,752

その他の包括利益累計額  42,159 45,798

自己株式  △3,156 △3,117

親会社株主持分合計  431,227 431,334

非支配持分  66,675 67,175

資本の部合計  497,902 498,509

負債・資本の部合計  1,064,673 1,042,225
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（２）【要約四半期連結損益計算書及び要約四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結累計期間】

【要約四半期連結損益計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

売上収益  187,699 177,355

売上原価  △138,209 △133,037

売上総利益  49,490 44,318

販売費及び一般管理費  △36,347 △38,833

その他の収益  724 642

その他の費用  △628 △1,178

営業利益  13,239 4,949

金融収益  1,335 1,067

金融費用  △1,979 △1,470

持分法による投資損益  496 401

税引前四半期利益  13,091 4,947

法人所得税費用  △6,014 △1,669

四半期利益  7,077 3,278

    

四半期利益の帰属    

親会社株主持分  5,272 2,797

非支配持分  1,805 481

四半期利益  7,077 3,278

    

基本的１株当たり親会社株主に帰属する四

半期利益（円）
７ 24.81 13.16

希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する

四半期利益（円）
７ 24.80 13.16
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【要約四半期連結包括利益計算書】

 

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

四半期利益  7,077 3,278

その他の包括利益    

純損益に組み替えられない項目    

その他の包括利益を通じて測定する

金融資産の公正価値の純変動額
 658 △99

確定給付制度の再測定  △29 -

持分法のその他の包括利益  10 △34

純損益に組み替えられる可能性のある項

目
   

在外営業活動体の換算差額  △3,023 6,388

キャッシュ・フロー・ヘッジの公正価

値の純変動額
 587 △495

持分法のその他の包括利益  △635 △931

その他の包括利益合計  △2,432 4,829

四半期包括利益合計  4,645 8,107

親会社株主持分  3,466 6,436

非支配持分  1,179 1,671
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（３）【要約四半期連結持分変動計算書】

前第１四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年６月30日）

（単位：百万円）
 

 

注記
番号

親会社株主持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

 
確定給付制
度の再測定

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動
額

2014年４月１日  81,577 84,296 211,978 700 6,887 △309

四半期利益    5,272    

その他の包括利益     △16 667 628

四半期包括利益  - - 5,272 △16 667 628

自己株式の取得        

自己株式の売却   4     

支払配当金 ６   △5,313    

その他の増減        

持分所有者との取引合計  - 4 △5,313 - - -

2014年６月30日  81,577 84,300 211,937 684 7,554 319

 

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計

その他の包括利益累計額

自己株式 合計在外営業活
動体の換算
差額

合計

2014年４月１日  15,112 22,390 △3,237 397,004 58,949 455,953

四半期利益   -  5,272 1,805 7,077

その他の包括利益  △3,085 △1,806  △1,806 △626 △2,432

四半期包括利益  △3,085 △1,806 - 3,466 1,179 4,645

自己株式の取得   -  -  -

自己株式の売却   - 28 32  32

支払配当金 ６  -  △5,313 △325 △5,638

その他の増減   -  -  -

持分所有者との取引合計  - - 28 △5,281 △325 △5,606

2014年６月30日  12,027 20,584 △3,209 395,189 59,803 454,992
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当第１四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年６月30日）

（単位：百万円）

 

注記
番号

親会社株主持分

 

資本金 資本剰余金 利益剰余金

その他の包括利益累計額

 
確定給付制
度の再測定

その他の包
括利益を通
じて測定す
る金融資産
の公正価値
の純変動額

キャッ
シュ・フ
ロー・ヘッ
ジの公正価
値の純変動
額

2015年４月１日  81,577 84,315 226,332 185 7,490 △117

四半期利益    2,797    

その他の包括利益     △44 △84 △495

四半期包括利益  - - 2,797 △44 △84 △495

自己株式の取得        

自己株式の売却   9     

支払配当金 ６   △6,377    

その他の増減        

持分所有者との取引合計  - 9 △6,377 - - -

2015年６月30日  81,577 84,324 222,752 141 7,406 △612

 
 

（単位：百万円）

 
注記
番号

親会社株主持分

非支配持分
資本の部
合計

その他の包括利益累計額

自己株式 合計在外営業活
動体の換算
差額

合計

2015年４月１日  34,601 42,159 △3,156 431,227 66,675 497,902

四半期利益   -  2,797 481 3,278

その他の包括利益  4,262 3,639  3,639 1,190 4,829

四半期包括利益  4,262 3,639 - 6,436 1,671 8,107

自己株式の取得   - △1 △1  △1

自己株式の売却   - 40 49  49

支払配当金 ６  -  △6,377 △1,171 △7,548

その他の増減   -  -  -

持分所有者との取引合計  - - 39 △6,329 △1,171 △7,500

2015年６月30日  38,863 45,798 △3,117 431,334 67,175 498,509
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（４）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

（単位：百万円）
 

 
注記
番号

前第１四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

四半期利益  7,077 3,278

減価償却費  8,205 7,998

無形資産償却費  1,495 899

減損損失  39 -

法人所得税費用  6,014 1,669

持分法による投資損益  △496 △401

固定資産売却等損益  △37 △44

金融収益  △1,335 △1,067

金融費用  1,979 1,470

売掛金及び受取手形の増減  28,468 39,351

ファイナンス・リース債権の増減  2,013 5,674

棚卸資産の増減  △162 314

買掛金及び支払手形の増減  △4,931 △15,064

退職給付に係る負債の増減  △447 △340

その他  △10,151 △3,274

小計  37,731 40,463

利息の受取  1,063 688

配当金の受取  164 218

利息の支払  △2,415 △1,373

法人所得税の支払  △10,808 △10,055

営業活動に関するキャッシュ・フロー  25,735 29,941

有形固定資産の取得  △4,867 △3,856

有形固定資産の売却  984 88

無形資産の取得  △497 △278

有価証券及びその他の金融資産（子会社及び持分

法で会計処理されている投資を含む）の取得
 △1,167 △367

長期貸付金の回収  20 10,466

その他  △363 108

投資活動に関するキャッシュ・フロー  △5,890 6,161

短期借入金の増減  △23,642 △12,610

社債及び長期借入金による調達  43,728 5,754

社債及び長期借入金の返済  △34,323 △7,117

ファイナンス・リース債務の返済  △896 △843

配当金の支払 ６ △5,315 △6,381

非支配持分株主への配当金の支払  △728 △1,763

その他  32 48

財務活動に関するキャッシュ・フロー  △21,144 △22,912

現金及び現金同等物に係る為替変動による影響  △399 743

現金及び現金同等物の増減  △1,698 13,933

現金及び現金同等物期首残高  53,672 51,433

現金及び現金同等物期末残高  51,974 65,366

 

EDINET提出書類

日立建機株式会社(E01585)

四半期報告書

16/26



【要約四半期連結財務諸表注記】

注１．報告企業

　日立建機株式会社（以下、提出会社）は日本に拠点を置く株式会社であり、その株式を公開しています。

提出会社の要約四半期連結財務諸表は、提出会社及び連結子会社、並びにその関連会社及び共同支配企業に

対する持分により構成されています。提出会社及び連結子会社からなる企業集団は、建設機械の製造・販

売・サービス・レンタル事業を展開しています。

 

注２．作成の基礎

　提出会社は、四半期連結財務諸表規則第１条の２に掲げる「特定会社」の要件を満たしていることから、

同第93条の規定を適用しています。提出会社の要約四半期連結財務諸表はIAS第34号に準拠して作成してお

り、連結会計年度の連結財務諸表で要求されている全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連

結財務諸表と併せて利用されるべきものです。

　要約四半期連結財務諸表は提出会社の機能通貨である日本円により百万円単位で表示されています。ま

た、日本円建てで表示しているすべての財務情報は百万円未満を四捨五入しています。

 

注３．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断

　提出会社の要約四半期連結財務諸表は、収益及び費用、資産及び負債の測定並びに四半期連結会計期間末

日現在の偶発事象の開示等に関する経営者の見積り及び仮定を含んでおり、これらの見積り及び仮定は過去

の実績及び四半期連結会計期間末日において合理的であると考えられる様々な要因等を勘案した経営者の最

善の判断に基づいています。しかしその性質上、将来において、これらの見積り及び仮定とは異なる結果と

なる可能性があります。

　見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直され、会計上の見積りの変更は、見積りが変更された会計

期間及び影響を受ける将来の会計期間において認識されます。

　当要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える見積り及び判断は、前連結会計年度の連結財務諸

表と同様です。

 

注４．重要な会計方針

　当要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度において適用した会計方

針と同一です。

　法人所得税費用については、当連結会計年度の税引前当期利益に対する実効税率を永久差異・税額控除・

繰延税金資産に係る評価減等を考慮して合理的に見積り、税引前四半期利益に当該見積実効税率を乗じて計

算しています。
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注５．セグメント情報

　事業セグメントは、独立した財務情報が入手可能であり、最高経営意思決定機関が、経営資源の配分の決

定及び業績の検討のため、定期的に評価を行う対象とする当連結グループの構成単位です。報告セグメント

は事業セグメントを基礎に決定しています。

　なお、当連結グループの事業内容は建設機械の製造とその販売であり、区分すべき事業セグメントが存在

しないため、報告セグメントは「建設機械事業」単一となっています。

 

注６．剰余金の配当

　配当金支払額は、以下のとおりです。

前第１四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年６月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2014年５月23日

取締役会
普通株式 5,313 利益剰余金 25 2014年３月31日 2014年５月30日

 

当第１四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年６月30日）

決議 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

2015年５月22日

取締役会
普通株式 6,377 利益剰余金 30 2015年３月31日 2015年５月29日
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注７．１株当たり利益情報

　基本的１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益及び希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する四半期

利益の算定上の基礎は、以下のとおりです。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

親会社株主に帰属する四半期利益（百万円） 5,272 2,797

希薄化後親会社株主に帰属する四半期利益の算定に

用いられた四半期利益調整額（百万円）
- -

希薄化後親会社株主に帰属する四半期利益（百万

円）
5,272 2,797

   

普通株式の加重平均株式数（株） 212,519,111 212,592,992

ストックオプションによる希薄化（株） 32,455 17,067

希薄化後数普通株式の加重平均株式数（株） 212,551,566 212,610,059

 

 
  

基本的１株当たり親会社株主に帰属する四半期利益

（円）
24.81 13.16

希薄化後１株当たり親会社株主に帰属する四半期利

益（円）
24.80 13.16

 

注８．社債

前第１四半期連結累計期間（自　2014年４月１日　至　2014年６月30日）

　発行した社債は以下のとおりです。

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
（百万円）

利率（％） 償還期限

提出会社 第15回無担保普通社債 2014年６月10日 30,000 0.319％ 2019年６月14日

提出会社 第16回無担保普通社債 2014年６月10日 10,000 0.487％ 2021年６月16日

 

　償還した社債は以下のとおりです。

会社名 銘柄 発行年月日
発行総額
（百万円）

利率（％） 償還期限

提出会社 第12回無担保普通社債 2009年６月18日 30,000 1.38％ 2014年６月18日

 

当第１四半期連結累計期間（自　2015年４月１日　至　2015年６月30日）

　社債の発行及び償還はありません。
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注９．金融商品

(1）金融商品の公正価値

①　公正価値の測定方法

金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおり決定しています。

 

 

現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務

　現金及び現金同等物、営業債権、営業債務及びその他の債務のうち、流動項目は短期間で決済されるた

め、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっています。非流動項目は元利金の合計額を新規に同様の取

引を行った場合に想定される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法によっています。

 

その他の金融資産、その他の金融負債、デリバティブ資産、デリバティブ負債

　その他の金融資産には主に、未収入金、貸付金等が含まれており、その他の金融負債には主に、預り金等が含

まれています。その他の金融資産のうち、流動項目は短期間で決済されるため、帳簿価額が公正価値の合理的な

近似値となっています。投資有価証券についてはFVTOCIの金融資産として、上場株式は取引所の市場価格によっ

ています。また、非上場株式は類似企業の市場価格等の観察可能な指標と観察不能な指標を用いた評価技法等に

により算定しています。デリバティブについては、FVTPLの金融資産または金融負債として、取引先金融機

関から提示された価格に基づいて算定しています。

 

社債及び借入金

　普通社債、借入金については元利金の合計額を新規に同様の借入・発行を行った場合に想定される利率で

割り引いて算定する方法によっています。

 

②　償却原価で測定する金融商品

　償却減価で測定する金融資産及び金融負債の帳簿価額及び公正価値は以下のとおりです。なお、帳簿

価額が公正価値の合理的な近似値となっている金融資産及び金融負債は含めていません。また、公正価

値の階層（公正価値のヒエラルキー）についての説明は、「③　公正価値で測定する金融商品」に記載し

ています。

 

（単位：百万円）
 

区分

前連結会計年度
（2015年３月31日）

当第１四半期連結会計期間
（2015年６月30日）

帳簿価額 公正価値 帳簿価額 公正価値

資産     

営業債権 261,562 259,878 221,861 221,132

負債     

営業債務及びその他の債務 △230,436 △229,920 △213,172 △212,686

社債及び借入金 △287,673 △287,228 △280,065 △279,375

（注）１　営業債権

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。

２　営業債務及びその他の債務

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。

３　社債及び借入金

観察可能な市場データを利用して公正価値を算定しており、レベル２に分類しています。
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③　公正価値で測定する金融商品

　以下は、公正価値のヒエラルキーに基づく分類を示しており、使用した指標により測定した公正価

値を以下の３つのレベルに分類しています。

レベル１：同一の資産または負債の活発な市場における（無調整の）市場価格により測定した公正価値

レベル２：レベル1以外の直接または間接的に観察可能な指標を用いて測定した公正価値

レベル３：重要な観察可能でない指標を用いて測定した公正価値

なお、公正価値に複数の指標を使用している場合には、その公正価値測定の全体において重要な最も

低いレベルの指標に基づいてレベルを決定しています。

レベル間の振替は各四半期の期首時点で発生したものとして認識しています。

 

経常的に公正価値で測定する金融資産及び金融負債の公正価値は以下のとおりです。

（単位：百万円）
 

前連結会計年度
（2015年３月31日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTOCI金融資産     

その他の金融資産     

株式 9,595 － 7,355 16,950

FVTPL金融資産     

その他の金融資産     

デリバティブ資産 － 1,807 － 1,807

その他の金融資産 － － 630 630

資産合計 9,595 1,807 7,985 19,387

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － △1,016 － △1,016

負債合計 － △1,016 － △1,016

 

（単位：百万円）
 

当第１四半期連結会計期間
（2015年６月30日）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

FVTOCI金融資産     

その他の金融資産     

株式 9,326 － 7,487 16,813

FVTPL金融資産     

その他の金融資産     

デリバティブ資産 － 385 － 385

その他の金融資産 － － 582 582

資産合計 9,326 385 8,069 17,780

FVTPL金融負債     

その他の金融負債     

デリバティブ負債 － △2,725 － △2,725

負債合計 － △2,725 － △2,725
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レベル３に分類された金融商品の期首残高から期末残高への調整表

（単位：百万円）
 

 
前第１四半期連結累計期間
（自　2014年４月１日
至　2014年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　2015年４月１日
至　2015年６月30日）

期首残高 7,619 7,985

利得及び損失合計 △1 130

その他の包括利益 △1 130

購入 134 76

売却 △67 △111

その他 △5 △11

期末合計 7,680 8,069

 

　その他の包括利益に認識した利得及び損失は、FVTOCI金融資産に関するものであり、要約四半期連結包

括利益計算書上の「その他の包括利益を通じて測定する金融資産の公正価値の純変動額」に含まれていま

す。

 

注10．後発事象

　該当事項はありません。
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注11．要約四半期連結財務諸表の承認

　本要約四半期連結財務諸表は、2015年８月５日に執行役社長辻本雄一により承認されています。
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２【その他】

(剰余金の配当）

2015年５月22日開催の取締役会において、2015年３月31日の最終の株主名簿に記載又は記録された株主に対

し、剰余金の配当（期末）を行うことを次のとおり決議しました。

① 配当財産の種類　　　　　　　　　　　　　　金銭

② 配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　6,377百万円

③ 株主に対する配当財産の割当てに関する事項　１株当たり配当額　30円

④ 当該剰余金の配当がその効力を生ずる日　　　2015年５月29日
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 
2015年８月５日

日立建機株式会社

執行役社長　　辻本　雄一　殿

 

新日本有限責任監査法人
 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 中山　清美　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 石丸　整行　　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 田中　卓也　　印

 
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日立建機株式会

社の2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2015年４月１日から2015年６月

30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る要約四半期連結財務諸表、す

なわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約四半期連結

持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期レビューを

行った。

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、日立建機株式会社及び連結子会社の2015年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四

半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な

点において認められなかった。

 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したもので、その原本は当社（四半期報告書提出会社）が別途保管し

ています。

　２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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